
05健全化判断比率・資金不足比率
健全化基準の数値を下回り、健全な財政運営

06町民一人あたりでみる歳出決算額 ( 一般会計 )
町民一人あたり85万3,964円で前年度より約4万308円減額（令和4年3月31日現在の人口11,466人で算出）

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」
により、地方公共団体は毎年度、実質的な赤字や
将来負担などにかかる指標（健全化判断比率）と、
公営企業の資金不足率（資金不足比率）を監査委
員の審査に付したうえで、議会に報告し公表する
こととされています。
　高千穂町は、いずれの比率についても国の定め
る基準を下回っており、健全な財政運営と認めら
れるものです。

令和3年度 ー　 ー　 5.7%    ー　  
（ 前年度 ） （ － ）  （ － ）  　（ 5.5% ） （ － ）   
早期健全化基準 14.86% 19.86% 25.0%   
財政再生基準 20.0% 30.0% 35.0%   

（単位 : 万円）

健全化判断比率
実質赤字
比 率

連結実質
赤字比率

実質公債
費 比 率

将来負担
比 率

350.0%

水道事業会計 0 3億999 ー
病院事業会計 0 6億5,828 －
下水道事業 0 1,350 －
簡易水道事業 0 1,198 －

資金不足比率
会計名　　　　　資金不足額 　　　資金余剰額　　資金不足比率

農林水産業費・商工費 教育費 土木費 民生費

公債費 衛生費 総務費・議会費 災害復旧費・消防費

産業振興や商工業の育成、
観光振興のために
165,067円
（9,053円）

社会資本整備等のために
借り入れたお金の返済

68,384円
（1,308円）

教育の充実や、文化、
スポーツ向上のために

44,175円
（△9,311円）

ゴミ・し尿処理や、
町民の健康を守るために

66,853円
（6,022円）

道路や橋などの整備や
維持管理のために

64,618円
（△29,478円）

議会、役場運営等のために

167,911円
（38,190円）

福祉の向上、
充実のために
241,976円
（△56,338円）

災害の復旧や
消防の運営のために

34,980円
（246円）

　カッコ書きは前年度からの増減額
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01一般会計　歳入
歳入合計は前年度より4億5,160万円の減額

　自主財源が20億3,375万 円、依存財源が81億
6,790万円となっています。町税は新型コロナウイル
ス感染症対策として固定資産税の減免措置もあり全体
で1,305万円の減額となりました。地方交付税は臨時
経済対策や国の税収増に伴い2億8,761万円の増額と
なりました。国庫支出金は前年度の特別定額給付金分
の減等により、11億1,942万円の減額となっています。
また、3つの特定目的基金から計5,044万円の繰入を
行いましたが、財政調整基金からの繰入はありません
でした。

02一般会計　歳出
歳出合計は前年度より6億7,858万円の減額

　人件費が退職手当負担金減等により4,236万円
の減額、物件費が小水力発電施設整備設計委託料
や新型コロナワクチン接種委託料増等により1億
6,055万円の増額、扶助費は子育て世帯・非課税
世帯等臨時特別給付金の増等により3億2,162万円
の増額、補助費等については特別定額給付金の減
等により10億4,570万円の減額となりました。投
資的経費は、町営住宅建替完了や災害復旧事業の
減等により4億1,293万円の減額です。その他、財
政調整基金等の基金への積立を計4億3,983万円行
いました。

　令和3年度の一般会計収支決算は、実質収支が3億2,400万円の黒字となりました。
　単年度収支が2億4,874万円、実質単年度収支も4億136万円の黒字となり平成26年度から続いた赤字が解
消されました。各特別会計も黒字となり、公営企業会計も収支が改善しています。ただし、これは臨時経済対
策による地方交付税の増額等一時的な要因が大きく、今後は楽観視できない財政運営が続くと予想されます。
町では引き続き長期的な視点に立ち堅実な財政運営に取り組んでいきます。

※四捨五入により％の合計が100にならない場合があります。

財政課 財政係　☎0982（73）1206財政課 財政係　☎0982（73）1206お問い合わせ

04公営企業会計03特別会計

国民健康保険事業 18億4,254 18億1,696 2,558
簡易水道事業 8,617 7,419 1,198
下水道事業 2億1,713 2億363 1,350
西臼杵介護認定審査会事業 1,360 1,292 68
介護保険事業 15億5,797 15億404 5,393
後期高齢者医療保険事業 1億8,642 1億8,471 171

会計名 歳入決算額 歳出決算額 収支 会計名　　　　歳入決算額 　歳出決算額　　　収支

上水道事業
　収益的収支 1億3,993 1億3,310 683
　資本的収支 141 1,722 △1,581
国保病院事業
　収益的収支 22億5,156 23億10 △4,854
　資本的収支 1億3,658 2億4,532 △10,874

（単位 : 万円） （単位 : 万円）

歳出
97億9,156万円
歳出

97億9,156万円

人件費
14億1,847万円
14.5%

人件費
14億1,847万円
14.5%

扶助費
15億6,261万円
16.0%

扶助費
15億6,261万円
16.0%

補助費等
20億6,693万円

21.1%

補助費等
20億6,693万円

21.1%
維持補修費
5,019万円
0.5%

維持補修費
5,019万円
0.5%

公債費
7億8,409万円

8.0%

公債費
7億8,409万円

8.0%

積立金
4億3,983万円

4.5%

積立金
4億3,983万円

4.5%

繰出金
8億499万円

8.2%

繰出金
8億499万円

8.2%

投資及び
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貸付金  

1,388万円
0.1%
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貸付金  

1,388万円
0.1%

普通建設事業費
10億6,422万円

10.9%

普通建設事業費
10億6,422万円

10.9%

災害復旧事業費
6,188万円

0.6%

災害復旧事業費
6,188万円

0.6%

物件費
15億2,447万円
15.6%

物件費
15億2,447万円
15.6%そ
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歳入
102億165万円
歳入

102億165万円

町税
10億4,208万円
10.2%

町税
10億4,208万円
10.2%

地方交付税
40億7,624万円

40.0%

地方交付税
40億7,624万円

40.0%

財産収入
1億6,298万円
1.6%

財産収入
1億6,298万円
1.6%

地方譲与税等
4億6,650万円

4.5%

地方譲与税等
4億6,650万円

4.5%

国庫支出金
15億9,175万円

15.6%

国庫支出金
15億9,175万円

15.6%

県支出金
11億9,078万円

11.7%

県支出金
11億9,078万円

11.7%

町債
8億4,263万円

8.3%

町債
8億4,263万円

8.3% 使用料及び手数料等
7億7,746万円
7.6%

使用料及び手数料等
7億7,746万円
7.6%

繰入金
5,123万円
0.5%

繰入金
5,123万円
0.5%

依存財源 80.1
%

依存財源 80.1
%

自主財源

自主財源

基金（町の貯金）を

繰り入れています。

※令和3年度末基金残高は

　約32億円

 19.9%
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